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「国民 経 済 」 の「自立性 」 に 関す る一 考 察

一 赤羽 とア ミンの理論の検討を中心に一

南 有 哲

は じ め に

国家 的独 立 を実 現 した 発 展 途 上 国 が 「自立 的 国 民経 済 」 の建 設 をめ ざす,と

い う議 論 は か な り普 遍 的 な もの で あ る。 しか し,「 国 民 経済 」 が 「自立 的」 で

あ る とは い か な る事 で あ ろ うか 。 こ の こ とは必 ず し も明確 に され て い な い よ う

で あ るが,我 が 国 に お け るマ ル ク ス主 義 の立 場 に たつ 代 表 的 な途 上 国 研 究 にお

い て は 「国 民経 済 」 の.「自立 性」 を 「産 業 構造 の均 衡」 「再 生 産 構 造 の 自己 完

結 」 に お い て規 定 して きた よ うで あ るD。 この よ う な考 え方 は,基 本 的 に 自己

充 足 的 な諸 「国 民経 済 」 が取 り結 ぶ経 済 的 諸 関 係 の総 体 と して世 界経 済 を把 握

す る,あ るい は そ の 実現 へ の 方 向 こそ が 法 則 的 で あ る とす る見地 に つ な ら ざ る

を え な い もの で あ る。

しか し,戦 後 世 界 経済.にお い て は こ の よ うな枠 組 で は と らえ られ な い よ う な

大 きな傾 向 が生 じて い る こ と を直 視 しな けれ ば な らな い。 歴 史 的 に 見 て,自 由

競 争段 階 に お い て は 国際 経済 関 係 の中 心 は貿 易 で あ り,独 占段 階 に あ って は 資

本 輸 出 が よ り重 要 な役 割 をは た す よ うに な っ た が,第 二 次大 戦 後 は 資 本 輸 出 の

主 要 形 態 が戦 前 の 間 接投 資 か ら直 接 投 資 へ と移 行 した。 そ こに お い て 主 導 的 な

役 割 を果 した ア メ リカ独 占資 本 は,そ の集 積 の上 に生 産 過 程 そ の もの を世 界 大

の 規 模 で分 業化 し,他 の 先進 資本 主 義 諸 国 や 発 展 途 上 国 を包 括 す る垂 直 的 支 配

構 造 を形 成 して い った。 そ の 結果 独 占資 本 の多 国籍 的 展 開 を推 進 力 と した 統 合

1)例 えば,寺 本光朗r新 植民地主義 と南北問題』大月書店,1978年,113-1ユ4,209-210ペ ージ。

本多建吉r低 開発経済論の構造』,新評論,188ペ ージ。

森田桐郎 『新訂南北問題』,日本評論社,1972年,174ペ ージ。
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化 が 進 行 し,欧 州 共 同体,米 加 自由 貿 易協 定 とい った 地 域 統 合 が 進 展 して い る2)。

さ ら に,NIEs・ASEANの 「成 功」 に 刺 激 され,ア ジ ア の 社 会主 義 諸 国 や,

資本 主 義 の もとで 自立 的 発 展 を模 索 して い た 国 々が 「開放 政 策」 にの りだ して

い る状 況 もみ なけ れ ば な らな い。 い わ ゆ る 「自力更 生」 路線 は,友 好 諸 国 との

協 力 や 貿.易に よ る補 完 を前 提 と しつ つ も.国 内 資 源 へ の 依 存,重 工 業 ・軽 工

業 ・農 業 の均 衡 発 展 を追 及 す る とい う性 格 を も って お り3),し た が っ て外 資 導

入 と貿 易 に 重 心 をお くNIEsタ イ プの 発 展 につ い て は,そ れ が新 植 民 地 主 義 へ

の従 属 を深 化 させ,一 定 の 経 済 成 長 が 実 現 した と して も人 民 の 生 活 を 圧 迫 し

「国 民経 済 」 の 崩 壊 を もた らす もの と して極 め て否 定 的 に評価 され た4>が,こ

の 間 の 「開放 政 策」 に お い て,こ れ ら諸 国 が 一 国的 閉 鎖 的 発 展 戦 略 を,先 進 資

本 主 義 主 導 の 国 際 分 業 へ の 積 極 的 参 加 を め ざす もの に変 化 さ せ て い った こ とは

明 白 で あ る。 これ らの 現 状 を考 慮 す る と,「 経 済 的 自立 」とい う問題 に つ い ての,

あ る い は世 界経 済 が 今後 向 か う方 向 につ い て の,新 しい枠 組 の構 築 が 求 あ られ

る こ とに な ろ う。 本 稿 の 課 題 は,そ の た め の一 環 と して 「国 母 経済 」 の 「自立;

性 」 を 「産 業 構 造 の 均衡 ・再 生 産 構 造 の 自己 完 結 」 に も とめ る見地 に対 す る批

判 的 検 討 を行 う こ とに あ る。 まず,こ の よ うな見 地 を最 も系 統 的 ・典 型 的 に展

開 して い る と考 え られ る赤 羽 裕 氏 の 理 論 を検 討 し,次 に 同様 な性 格 を もつ もの

と して の サ ミール ・ア ミンの 議 論 を と りあげ る。 最 後 に,か か る見地 にた いす

る一 般 的 な 問題 点 を提 示 す る とと もに,今 後 へ む け た若 干 の論 点 の提 示 を試 み

る もの で あ る。

1赤 羽理論の検討

大塚久雄氏の理論的体系を低開発経済論に適用 しようとしたのが赤羽氏であ

る。大塚氏は 「国民経済」 を 「商品交換 の上 にた っ 社会的分業 の 自立的体

2)こ れについては杉本昭一ヒ氏が注 目す べ き一連の研究 を行 ってい る。

3)た とえば松井清r低 開発経済 論』,有 信堂,ユ967年,V章3節 お よびVI章5節 を参照。

4)康 行祐署 『南朝鮮 経済論 』,青 木書店,1986年 にお ける韓 国高度成長 への評価 な どは典型で あ

ろ う.。
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系 」5)と規 定 され る。 氏 に よれ ば,こ れ は 「商 品交 換 関 係 に立 脚 しなが ら内部 自

給 自足 が 可 能 に な る よ うな分 業 編 成 へ の 著 しい 傾 向 」を 「構 成 原 理 」0,とす る「局

地 的市 場 圏」 の 国 民 的規 模 へ の拡 大 の所 産,「 国 民 的規 模 に お い て 必 須 な財 貨

が ほぼ 十 分 に生 産 され,そ の 結 果 あ る 自給 自足 の傾 向 が み られ る こ と,そ して

そ れ を生 み 出す よ うな 多 角 的 分 業 の,国 民 的 規 模 に お い て均 衡 の とれ た,い わ

ば 《balancednationaleconomy》 の状 態 」 で あ る。 か か る もの と して の 「国 民

経 済 」 は外 国貿 易 を通 じて他 の 「国 民 経済 」 を巻 き込 み,.全 体 と して 自給 自足

が 維 持 され る 「経 済 的帝 国」 を形 成 す る こ と に な るが,そ の際,こ の 「帝 国」

に 編 入 され る方 の 「国民 経 済 」 は 破壊 され た り,形 成 を 阻止 され た りす る7)と

い うの であ る。

赤羽 氏 は この よ うな大 塚 氏 の議 論 を 踏 ま えた う えで低 開 発 経 済 分 析 に か か る。

赤 羽 氏 に よれ ば,低 開 発 経 済 は な に よ り も 「前 近代 的伝 統 的 な社 会」 で あ り,

帝 国主 義 の 支配 は そ こに 一 定 の歪 み を与 え た もの の,本 質的 に変 えた の では な

く,む しろ 積極 的 に その 前 近 代 性 を利 用 し た8),と され る。 この 「前 近 代 的 伝

統 的 社 会 」 は,低 開 発 国 の お か れ る複 雑 な現 実 を抽 象 化 ・捨 象 して え られ た,

基 礎 的 な次 元 と して の 「ま だ 『工 業 化 』 され な い前 近 代 的伝 統 的 農 業 社 会」 と

し て,開 発 理 論 が 出発 す べ き基礎 的範 疇 と され る9)。

氏 は 工 業 化 の不 可 欠 の 条件 と して農 業生 産 力 の増 大 の 必 要 性 を強 調 し1。),そ

こか ら 「農 業 革 命」 の必 要 性 を導 出す る。 そ の た め に こ の 「前 近 代 的 伝 統 的社

会 」 に お い て農 業 生 産 力 を制 約 して い る社 会構 造 の 変革 が 必 要 に な る とされ る。

氏 に お い て は そ れ が 「前 近 代 的 土 地 所 有 関 係 」 とさ れ る の で あ るが,こ れ は通

常 考 え られ る よ うに 階 級 関 係 に押 し込 め られ る よ うな 「狭義 」 の それ では な く,

階 級 関 係 の 基底 にあ って それ を派 生 せ しめ て い る 「広 義 」 の 土 地 所 有 関 係=

5)「 国民経済一 その歴史的考察一 」『大塚久雄著作集』第六巻,岩 波書店,18ペ ージリ

6)同 上,82ペ ージ。

7)同 上,91-92ペー ジ。

8)赤 羽裕 『低開発経済分析序説』,岩波書店,1971年,6ペ ージ。

9)同 上,9ペ ージ。

10)同 上,14ペ ージ。
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「本 源 的」 土 地所 有 関 係 と して の 「共 同体 」 に よ る土 地 の 占有 で あ る。 「か く

て低開発自.の農業生産力観 在規定 して・・るものは 『共同体』で劫 ・その具

現 化 と して の 『社 会 制 度 』 で あ る とい わ ざ るを え な い」。 した が って 農地 改 革

の 課 題 は 土 配 分 関 係 の変 更 に と どま つ.てい て は な らず,新 しい 生 産 力 を解 放 す

る とい う視 点 が 重 要 に な る11)。 これ は.「広義 」 の 土 地所 有 関 係 の解 体 で あ り.

「共 同休 」 解 体 を招 来 せ ざ るを 得 な い 。 これ が 欧 州 の 歴 史 的 経 験 で確 証 され た

こ とで あ る が,低 開発 国 の場 合 は 「共 同 態 」 的 制 約 が 非 常 に強 く,「 共 同体 」

解 体 の意 義 は一 層 大 きいm。

しか し,.こ れ だ け で は 不 十 分 で あろ と氏 は言 う。 なぜ な ら低 開発 国 は先 進 国

に よ って 歪 め られ た 「モ/カ ル チ ュア」 的 産 業 構 造 を も.つか らで あ る。 低 開 発

国 は 資 本 不 足 を補 うた め に一 時 的 にせ よモ ノカ ル チ ュア を容 認 し,一 次 産 品輸

出 に依 存 せ ざ る を得 な いが,先 進 国 に よ る買 い 叩 き,代 替 品 開 発 に よ り外 貨 獲

得 が 困 難 と な り,さ らに モ ノ カル チ ュ アの もと での 食 料 品生 産 の減 少,輸 出 の

必 要 性 の増 大 が み られ る。 した が って,工 業 化 のた め に は モ ノ カル チ ュ アの 徹

底 的 な変 革 が 必 要 とな る。

モ ノ カル チ ュ アの 問 題点 は,そ れ が 先 進 国 の 経済 圏(economicempire)か

らそれ 自体 と して 自立 で きな い もの,一 つ の 自立 した経 済 圏 を構 成 し得 な い と

こ ろに あ った の で あ るか ら,モ ノ カル チ ュア にか わ るべ き産 業 構 造4a,そ れ 自

体 と して 自立 し うる もの で な けれ ば な ら ない。 した が っ て それ は,そ の 国 内部

で ほ ぼ 自給 可 能 に な る よ うに 諸種 の工 業 を開発 し.そ れ を一 つ の市 場 圏一 社

会 的 分 業 の編 成 体 系 一 に ま と め る こ とで あ る16>。 これ を氏 は 「内部 自給 型 産

業 構 造 」 と呼ぶ 。 これ を建設 す る こ とが 農 地 改 革 と と もに低 開発 脱 却 の処 方 筆

と され るの で あ るが,氏 にお い て は両 者 に 関連 が あ る と され る。 す なわ ち,自

立 した 近 代 的 産 業構 造=内 部 自給 型 産 業 構 造 に お い て は 社 会 的 分 業 体 系 の 内部

に お い て,産 業 部 門 の 自 申 な変 動 を通 じて分 業 間 の 均 衡 は 常 に 自律 的 に回 復 さ

11)同 上,16-18ペ ー ジ。

エ2)同 上,20-21ペ ー ジ。

13)同 上,26-29ペ ー ジ。
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れるような分業編成原理をとっているのに対し,前 近代的社会にあっては,分

業編成 もその構成原理冨 「共1司体」原理によって規定され,分 業関係の均衡は

常 に固定化 ・化石化されている。この化石化された分業間均衡において,あ る

部門が国外に市場をみいだして急成長すると,そ の部門内部で一定の合理化が

すすむものの,そ の部門を取.り巻 く社会関係=「 共同体」は一向に変化せず.

したがって他の部門は化石化したまま成長部門に収奪されるとい う惨めな結果

.に.なる。かくして,「 内部 自給型産業構造」の構築は植民地支配国の利害.現

地伝統支配層の利害の両方に真っ向から対立することになるのである。赤羽氏

は 「反帝反封建」の解放戦略はこの 「内部自給型産業構造」建設をその経済的

内容 とす るものでなければならないとする1%ま たζれが 「低開発国工業化の

基礎条件」であ.り,こ れなくしての工業化は 「産業化」ではあっても 「真の工

業化」すなわち近代化につながるものではなく,二 重経済の出現をもたらすと

され る15}。

そこから,氏 は従来の 「土地改革」論が一面的で有効性に乏しいとしてその

再検討を要請する。大土地所有を体 して小農民を育成 しても,そ れが新 しい状

況下で十分に力を発揮しうる農民類型=人 間類型の創出につなが らない限 り新

しい生産諸関係の創造 も,新 しい生産諸力の開発 も不可能である。か くて,前

近代的大土地所有の基底にあって古い農民類型を規定 しているより本源的なも

のが問題とならざるをえない16)。この 「本源的なもの」 とは 「まず土地経営の

局面において形成 されるのであり,地 代収取を目的 とする前近代的な大土所有

はそれを前提とし,そ れに依拠 して成立す る二次的なもので あ る」171.階級関

係の基盤としての 「共同体的社会関係」に他ならず,そ してそれと相互に因果

関係にあ り相互に補強するものとしての伝統的精神構造である。この伝統的精

神構造の変革 を視野にいれぬかぎり伝統社会の変革はあ りえないにもかかわら

ユの 同 上,3ユ ー35ペ ー ジ。

15)同 上,39ペ ー ジ。

16)同 上,2毘 ペ ー ジ。

ユ7)同 上,214ペ ー ジ。

、
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ず,そ うな って い ない が た め に従 来 の政 策 は効 力 を もた な か った の だ と さ れ

る]97。 しか し,氏 は この 問 題 を提 示 す る に と どめ,精 神 構 造 変 革 へ の 具体 的 方

策 の解 明 は 今後 の課 題 と され る。

一 方 ,氏 は そ の 理論 に基 づ い て よ り具 体 的 な展 望 を示 そ う とす る。 重 工 業 の

性 急 な導 入 を戒 め,既 存 の 農 村 ユ;業の振 興 を通 じた工 業 化 を は か る シ ン ガ ーの

意 見 を 評価 しつ つ,現 代 にお い て は低 開 発 国 の農 村 工 業 は化 石 化 した 分 業 体 制

下 に あ り,共 同体 に よ って 自 由 な発 展 が 制 約 され て い るの で あ るか ら,農 村 諸

工 業 を 共 同体 規 制 か ら解 放 し,自 由 で 向上 的 な そ して再 生 産 圏 的 に組 織 され た

商 品交 換 関 係 の な か に定 置 させ る こ とが 必 要 だ とす る。 この こ とは 農 村 内部 に

新 しい社 会 関 係 の 誕 生 を もた ら し,さ らに は伝 統 的 精 神 の変 革 の 可 能 性 を もた

らす 。 しか し,伝 統 的 精 神 構 造 は こ の よ うな あ た ら しい分 業 圏 へ の 編 成 替 え を

許 す か,と い.う問 題 が 生 じるか ら,結 局 「共 同体 」 的 社 会 関 係 と伝 統 的 精 神 構

造 の 同 時 平 行 的 変 革,と い う命 題 に ま た して もつ きあ た らざ る を え ない19)と い

う結 果 に な るの で あ る。

か か る理論 を概 観 す る と,以 下 の こ とが言 え る。 ま ず,「 国民 経済 」は 「局 地

的 市 場 圏」 と して 出 発 した 社 会 的 分 業 体 系 が,そ れ 自身 が 自己 を 自己 として 総

括 し,成 長 し,闘 争 す る1つ の実 体 と して理 解 され て い る こ とが わ か る。 ま.さ

に 「国 民 経済 」 は,資 本 の よ うな主 体 と し.て規 定 され,世 界 市場 に お い て 相 互

に 闘 争 し,覇 を競 う もの と して把 握 され て い る2D)。

次 に,前 近 代 社 会 と近 代 社 会 の本 質 が,階 級 関係 で は な く,そ の 基 礎 に あ る

と され る社 会 的 分 業 体 系 の編 成 の あ りか た(本 源 的 関 係)と して の 共 同 体 的 関

係 ・商 品 交 換 関 係 に求 め られ て い る,そ して近 代 と前 近 代 が この 点 に お い て 対

18)同 上,255ペ ージ。

19)同 上,260-261ペ ージ。

20)大 塚理論 と新従属理 論 との結合 を試 みた湯浅越 男氏 におい ては,大 塚 「国民経済 」範 疇が 「国

民的生産 力の動 力学」 として とらえか えされ,「 国民経済」 の主体 としての性 格が より鮮明に さ

れ ている。

湯浅魁 男 『民族 問題の史的構造』,現 代評論社.1973年 。同 『第 三世界の経済構造』,新 評論

1976年 。
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立 的 に 区別 され て い る,と い う こ と.が分 か る。 この 本 源 的 関 係 と して の共 同体

と商 品 交 換 関係 は生 産関 係 と して 対立 され て い るわ けで は な く,分 業 編 成 原理

の 対 立 とし て,す な わ ち 「共 同体 規制 に よ り化 石 化 ・カ ース ト化 され た分 業編

成 」 と 「分 業 関 係 が 自由 に変 動 し均衡 が 自動 的 に達 成 され る よ うな分 業編 成」

の 対 立 と して理 解 さ れ て い る。 つ ま り,「 共 同 体 的 社 会 関 係 」 「商 品交 換 関 係」

の 本 質 は それ ぞ れ の特 質 を も った 「分 業編 成 原 理」 に他 な ら ない と考 え られ て

.い る。

か か る も の と して の本 源 的 関係=「 分 業 編成 原理 」 は,他 方 で 精 神 構 造=人.

間 類 型 と相 互 補 完 の 関係,「 悪 循 環 」 の関 係 に あ り,両 方 が 同時 並 行 的 に変 革

さ れ ね ば な らな い と され て い る。 とい う こ とは,一 方 を変 革 す る こ とで他 方 を

変 革 す る こ と も,ま た一 方 の 変 化 が他 方 に とっ て桎 梏 と な り両 者 が 闘 争 関 係 に

な る こ と も な く,た だ 相 互 に補 完 す る両 者 をそ の外 部 か ら,他 の 力 に よ っ て変

革 しな けれ ぼ な らな い,と い うこ とに な る。 そ うで あれ ば ま た,両 者 の う「ちの

どち らか が よ り規定 的,本 質 的 で あ る とい うこ とは論 理 的 に あ りえな い 。 両 者

は 別 の もの で あ る とい う よ り同 じ もの の二 側 面 とい うべ きで あ ろ う。 とい うこ

とは,「 分 業編 成 原 理」 をそ れ を担 う社 会 集 団 の精 神 構 造 と して と ら えた もの

が 「人 間類 型 」 と規 定 さ れ る こ と にな ろ う。

した が っ て赤 羽理 論 に お い て は 「局 地 的 市 場 圏」 の構 成 原 理=分 業 編 成 原理

と して の 「産 業 構造 の均 衡=自 給 」(=「 人 間類 型 」)の 拡 大 成 長 した もの と し

て 「国 民経 済 」 が規 定 さ れ,そ の 原 理 の貫 徹 の 所 産 と して諸 「国 民経 済 」 の 闘

争 や 経 済 帝 国 の形 成 が理 解 さ れ るの で あ る。

か か る枠 組 に つ い て は,以 下 の よ う な問 題 点 を指 摘 し うる で あ ろ う。 ま ず,

商 品 交 換 関 係 を生 産 関係 と して,す な わ ち 社会 的生 産 が 相 互 に他 人 的 な私 的 所

有 者 に よ っ て担 われ て い る関 係 と して と ら え られ て い る 塗 らぼ,そ れ が そ の本

質 と し て無 政 府 性 を孕 む こと は誰 に も否 定 で き ない はず で あ り,し た が っ て均

衡 の 側面 しか み ない こ と,あ るい は そ ち ら をよ り重 要 な 契機 と して規 定 す る こ

とは許 され な く な る はず で あ る。 しか し,「 分 業 編 成 原 理」 とい う カ テ ゴ リー
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を うち だ し,そ れ に 恣 意 的 な 内容 を も りこむ こ とに よ って.商 品 交 換 関 係 が 均

衡 を そ の主 要 な 本 質 とす る とい う議 論 が 導 かれ た。

次 に,`「 分 業 編 成 原 理 」 そ の もの は 内部 に そ の否 定 者 を含 む よ うな複 雑 で有

機 的 な もの と され て い る わ け で は な い か ら,そ の もの の 内部 に運 動 の動 力 を求

め る こ とは で きな い 。した が って,「 共 同 体 」 的 分 業 編成 が 「内部 自給 型 」

「国民経済」のそれに変わるといったときに,「 共同捧」的分業編成原理その

ものか らそ の変 革 を説 明 で きな くな るわ け で あ る。.ゆえ に,な ぜ 「共 同体 」 が

否 定 され,「 国 民経 済 」 に か わ らな け れ ば な ら ない のか を説 明す る こ とが で き

な くな る。 変 化 と移 行 の 必 然 性 を論 理 的 に展 開 せ ず に 「ヨー ロ ッパ の歴 史 的 経

験 」 を あ げ て も,そ の モ デ ル が 望 ま しい こ とを主 観 的 に主 張 す る こ とが で きる

だ け で あ る し,し た が って これ 以 外 の工 業 化 モ デ ル も同 等 の権 利 を もって 主 張

され る余 地 が の こる こ とに な ろ う2P。 それ を 「真 の工 業 化」 にあ らず,と 主 張

した と して も,何 が 「真 」 な の か,と い う こ と 自体 が 論 証 の 課 題 と して の こ さ

れ る こ とに な る。

7

皿 ア ミンの所説についての検討

サ ミ ー ル ・ア ミ ン の 議 論 の ひ と つ の 核 心 を な す の が,中 心 部 資 本 主 義 構 成 体

と 周 辺 部 資 本 主 義 構 成 体 と の 類 型 化 で あ り,そ れ を 軸 と し た 開 発 と低 開 発 の 説.

明 で あ る。

ア ミ ン に よ れ ば.中 心 部 資 本 主 義 構 成 体 に お い て は 資 本 制 生 産 様 式 が.社 会

構 成 体 内部 の 他 の 生 産 様 式 を 駆 逐 し.専 一 化 す る傾 向 が あ る22)。 中 心 部 資 本 主

義 の 蓄 積 は 自 立 的 で あ る が,そ れ を 特 徴 づ け る の は 生 産 財 と 消 費 財 と の 同 時 生

21)赤 羽氏 が依存 しているベイ ロッ ク(Bairoch)と 同様 に,途 上国工 業化の方策 をヨーロ ッパ の

歴史 的経験 に求め よ.うとする姿勢 をとるガーシェソク ロン(Gerschenkron)が,む しろ後進 国

ドイ ツの経 験に範 をとることで まった くこ とになるモデルを構築 した ことについて は,赤 羽氏 自

身注 目している。 赤羽裕,前 掲65ペ ージ。

22)A血,S・ 皿1,.UnequalDevelopmentAnEssey・ ・.`ん・5・・鋸F・ ・槻 ゴ・・ げPeripheral

Capitalism,NewYork:1976.MonthlyReviewPress.p.77.

西 川潤訳 『不均等発展 周辺資 本主義 の社会構 成体 に関す る試論』,東 洋経済新報社,1983年.

75ペ ージ9
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産,即 ち消費財生産を可能.にするための生産財生産と消費財生産 との結合であ

る。これは抽象的には 「純粋資本主義」 を規定するも.のであり,『 資本論』で

もそうしたものとして分析されている。 ソ連や中国における発展過程 について

もかかる接合を基礎 としている謝。このような発展モデルはそのシ西一マのな

かに国際関係を導入 しな くて も有効に構築できる、すなわち資本主義経済は実

際には 自給 自足可能な一貫した全体を形成 している。かかる全体は定義.ト:から

して国際市場か ら独立できない低開発国に とっては考えられない24)。中心部資

本主義にとって 自立的蓄積は自給 自足 を意味するものではないが,し か.し外国

貿易は自立的蓄積に奉仕するものである25)。

先進国経済においては,極 めて密度の高い国内交換の流れを特徴 とする統合

された全体が形成されており,こ の全体を形成する経済諸単位にとっての外国

貿易の流れは国内交換の流れに比 して全体 として限界的位置 にある。かかる構

造的に自立的な経済 においてはそのどこかの点に出現した進歩が乗数効果 にの

って経済全体に伝播 していく26)。

自立的な中心部資本主義においては,実 質賃金が予測可能な一定の リズムで

上昇してい く限 りでは体制の外的拡張 を伴わない蓄積が可能である。資本主義

は労働者の実質賃金を一定の水準に止めようとする内在的傾向をもっているか

ら,そ の上昇はただ.労 働者階級が組合運動を通じて賃上げを勝 ちとっていく

限 りにおいて,そ の範囲内においてのみ可能である。一九世紀を通じて中心部

資本主義における実質賃金の低さは市場狭隘による拡張主義 を必然化 したが,

世紀末以降の実質賃金の著 しい上昇は新しい拡張主義をもたらした27》。今日中

心部においては,階 級闘争が独占と組合 との抗争の制度化の枠内で行われ る。

労働者階級が社会民主主義イデオロギーを受容するかぎりで自立的な成長の均

23)1う 鼠,p.73,同 上 訳 書,71ペ ー ジ。

24)1う 献,p.252.同 上 訳 書,256ペ ー ジ。

25)乃 鉱,p.191,同 上 訳 書,193。

26)Ibid.,p.237,同 上 訳 書,240ペ ーージ。

27)1う 鉱,p.76,同 上 訳 書,74ペ ー ジ。
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衡 を保証す るために計算された水準に実質賃金が調整 される28〕。

これ に対 し,周 辺部資本主義構成体においてはどうか。中心部か らの資本主

義の侵入によワて,そ れ 自体均衡 していた前賢本割生産様式が解体され,資 本

制生産様式が移植され るが,周 辺部資本主義溝成体においては中心部のように

資本制生産様式が専一化することはない。資本制生産様式は他の様々な非資本

制生産様式を徹底破壊することなく,自 己に従属させる29),周 辺部費本主義構

成体においては輸出部門が中心となり,非 資本制生産様式はそこに安価 な労働

力を提供する3①。輸出部門が一定の発達をとげれば国内市場が出現するが,そ

れは輸出部門のブルジョアジーの為の奢侈品市場であ り,大 衆向け消費財市場

の発達にはっながらない。そこで周辺部資本主義構成体はこの二部門の接合 と

して特徴づけ られる81)。周辺部諸国の国内市場は統合されておらず,相 互に独

立 したい くつかの産業部門の並列となっている。これをア ミンは 「非接合」 と

して規定す る胸。 したがって,輸 出部門が成長 して もその効果は国内他部門に

およぶのではな く,先 進国の関連産業に吸収されてしまうD

ここからア ミンは経済的自立への処方箋を提示す る。輸出活動への選択的指

向を切断すれば本格的な自立的発展を不可能にしている悪循環は存在 しない。

大量かつ組織的な投資があれば,国 内市場 を拡大 しつつ自己の市場が創造され

てい く83)。最初に問題になるのは均質的な国民経済 をつ くりだすような開発の

選択を方向づけることで,こ れは農業か ら工業へ,低 生産部門か ら高生産部門

への労働人 口を漸進的に移動 させる組織化を意味するが,こ れは明らかに国際

分業の基礎 を疑わしめるものとなる。そして,互 いに補完的な活動か らなる統

合的な産業集団を正確に選ばれた開発の極の周囲に意欲的に作 り出す ことによ

って,低 開発経済に欠けている全体的な統合力を確実にもたらす ような経済を

ヒ

28)乃f4..p.92,同 上 訳 書.900

29)乃 鉱,p.22.同 上 訳 書,17ペ ー ジ。

30)1腕`.p.191-192,同 上 訳 書,ユ94ペ ー ジ。

31)1う 泓.p.193-194,同 上 訳 書,ユ95ペ ー ジ。

32)1尻d,,p.238.同 上 訳 書241ペ ー ジ。

33)1う 畝,p.28&同 上 訳 書,294ペ ー ジ。
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つ く りあ げ る。 これ に よ る 《外 向 的 な》 低 開発 経 済 とは反 対 の 《自律 的》 す な

わ ち 《内包 的 》 に構 築 され た経 済 は,諸 部 分 が 相 互 依 存 的 な有 機 的統 一体 を構

成 す る鋤 。

以 上 の よ うな ア ミンの議 論 に対 して,本 稿 の 見 地 か ら見 て 極 め て興 味深 い批

.判 が幾 つ か な され て い る。

まず 「国 民 経済 」 範 晴 の 問 題 と して と らえ た もの と して は 鍛 冶邦 雄 氏 の 以 下

の よ うな指 摘 が あ る。

「ア ミン に は社 会 構 成 と国 家 を結 び付 け る論 理 が 欠 け て お り,生 産 様 式,社

会 構 成 と い う概 念 は,客 観 的 経 済 的基 礎→ 諸 階 級 → 国 家 と展 開 す る論 理 とは 明

確 な結 び付 き を もっ て い な い」 「この こ とは ア ミンに は 国 民 経 済 概 念 が 存 在 し

な い とい う こ と を意 味 しな い。 ア ミンに お い て は,国 民 経 済 は 国 家 と い う論 理

的 媒 介環 をぬ きに,専 ら市 場 の 結 合 度 とい う見 地 か ら論 じ られ て お り,そ の た

め に著 し く規 範 的 性 格 の つ よい もの と な らざ る を え な い」85)「よ く結 合 され た 内

部 場 の存在 が 国民 経 済 の不 可 欠 の 条 件 で 有 り,有 機 的 連 関 を もつ独 立 の分 業 講

造 の確 立 こ そが ア ミ ンに お け る国 民 経済 の 出 現 なの で あ る。 … … ア ミンの 国 民

経 済 概 念 は 国 家 と い う媒 介 を経 ず,直 截 に市 場 そ の もの,社 会 的 分 業 体 系 そ の

もの へ と還 元 され る もの で あ る こ とみミ明 らか で あ るが,こ の こ とは 外 国 貿 易 の

理 論 に一 つ の特 色 を与 え る こ とに な る。す なわ ち,市 場 的結 合 が 強 固 で あ るか ぎ

り,資 本 の運 動 は 国家 の 内外 を全 く区 別 せ ず に把 握 され る こ とに な り,し た が

っ て国 家 に よ って規 定 され た 国 民 経済 に固 有 の概 念 が無 視 され るの で あ る。」聞,

田中 祐二 氏 ほ,ア ミンの 『非 接 合』 や,フ ラ ン ク の 『中 枢 一 衛 星 』 とい った

概 念 の 内容 は有 機 的 国 内市 場 の欠 如 で あ り,し た が って 『低 開 発 の発 展 』 理 論

34)A皿in・Samir・AccumulationonaWorldScaleACritiqueoftheTheoryげUnderdeve-

lopment,Sussex=HarvesterPress,1970,p .28.

野 口祐 ほ か訳r世 界 資 本 蓄 積 論 一 世 界 的 規 模 に お け る資 本 蓄 贋 《第 一 分 冊 》 一 』,柘 植 書

房,1979年,50ペ ー ジ。

35)雛 邦 雄 「サ ミー ル ・ア ミンのr低 開 発 』 論 」.r関 西 学 商 学 論 集 』 第25巻4号,1980年10月 ,

315ペ ー ジ。

36)同 上,319ペ ー ジ。
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の提起する醗 蹴 姻 内市場形成におカ・れ・先進国との経済関係の騨 とい

う極 め て非 現 実 的 な プ ロ グラ ム に帰 結 した の は 当 然 で あ った,と され る87)。

シ ー ラ ・ス ミス は,ア ミンが 中 心部 資 本 主 義 を 「標 準 的 な も の」,周 辺 鄙 資

本 主義 を 「歪 曲 され た もの」 と規 定 し,「 標 準 的 な」 資 本 主 義 を規 則 的 ・均 衡

的 発 展 を とげ る もの と考 え て い る よ うだ と し.も しそ うな ら中心 部 資 本 主 義 は

現 実 に は す べ て 「歪 曲 され て 」 い る こ とに な るはず で あ るか ら.ア ミ ン が 周

辺 部 費本 主義 を判 定 す る尺 度 が 内容 の な い空 想 的 な もの とな る,と 論 じ て い

る93)。

ヘ ン リー ・バ ー ン ス タ イ ソは,ア ミンの 低 開 発 理 論 にお い て は先 進 資 本 主 義

経 済 カミ自給 的(self-sustaining).自 己 中・ら的(self・centred・autocentric),自

発 的.(autodynamic)な 性格 を もつ もの と され,周 辺 部 ・低 開 発経 済.の構 造 が

それ を通 じて概 念 化 され る と ころ の 「開 発 の モ デ ル」 とな って い る こ とを指摘

す るa6)。そ して 統 合 的 自己 中 心 的 経 済 を基 礎 と した 内包 的 自給 的 成 長 モ デ ル を

そ の よ うに構 成 す る結 果,世 界 経 済 の効 果 と メ カ ニ ズ ムに つ いて の理 論(世 界

シス テ ム におけ る 中心 一 周 辺 関係)を 掘 り崩 す こ とに な る とす る。 さ らに,世

界 経 済 は 先 進 資 本 主 義 諸 国 に と って も低 開 発 諸 国 に お と らぬ 存 立 の た め の 条件

で あ っ.たの で あ り,低 開 発 諸 国 と同 じ程 度 に 「自給 自足 的」 で は なか った と し

て,「 開発 」 を そ の 自己 中 心 的 性 質 の 存 在 と対 外依 存 の 欠如 にお い て,あ る い

は 「低 開発 」 をそ の 対 外 依 存 性 の存 在 と 自給 自足 性 の欠 如 にお い て概 念 化 す る

こ とは で き ない,と 主 張 して い る40)。

37)田 中祐二FP従 属厩 展』理論の慧 と限界」r立命離 宮学』・第25巻3号 ・1986年9月 ・80一

　 ぺ 　 ジ む

38)Smith,Sh。il、"CI・ssAn・ly・i・ ・・・…W・ ・1dSy・ ・e皿・・C・itiqu・ ・fS・mirAmin'sTypol'

。gy。fU。d。 、d…L。P皿 ・・t"inLimq… 。.P・ ・・….dM・F・ ・1・n・・BI・c・ ・(ed・)・Ne・ 一Mar一

婦5孟 職6研 ガθ5げDevelopment,London:Sし.Marti皿'sPress,1983.p.79-80.

若 森 章 章 ・岡 田光 正 訳r周 辺 資 本主 義 論 争一一一従 属 論 以 後 』,拓 植 書 房,1987年 ユ21-122ペ ー

ジむ

39)B,、 。、tein,H…y/`S。d・1・BY・fU・d・ ・d…1・P皿 ・・し・・S・ ・i・1・gy・#D・velop.meロt"i"

FourCriticalStudies,L。ndon=FrankCass.L¢h血ann,Devid,(ed.),DevelopmentTheory=

↓979,p.86-87,

40)1う ガ諾,P.92.
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さ らに.ナ イ ジ エル ・デ ィ ズ ニ ーは,ア ミン が諸 国 を 中 心 と周 辺 の 二 領 域 に

区 別 す る の に対 して,中 心 と周 辺 との 区 別 と 同 じよ うに 中心 ・周 辺 そ れ ぞ れ の

領 域 内部 の別 も重 要 だ と強 調 し,さ ら に ポル トガル とギ リシ ャ,ア ル ゼ ンチ ン

と ブ ラ ジル の四 国 を あげ,こ れ らは 旧 帝 国 と植 民 地 未 経 験 国,植 民 地 経 験 国 と

い う違 い(中 心 と周 辺)が あ る に もか か わ らず,経 済 構 造 にお い て は類 似 性 の

ほ うが 差 異 よ りも大 きい と論 じて い る4U。 シ ー ラ ・ス ミス も同 様 の 指 摘 を行 っ

て い る櫓 。

これ らの 批 判 を踏 ま えて ア ミンの所 説 を検 討 す る と,ま ず 第 一 に 指 摘 す べ き

な のは,ア ミン にお い て も中 心部 資本 主義 が基 本 的 に 自給 自足 す る もの・と して

捕 え られ て い る た め に,資 本 制 生 産 の 均衡 的.側面 のみ をみ る議 論 とな って い る,

とい うこ と であ る。 資 本 は,よ り多 い利 潤 を求 め て 国 境 を越 え て運 動 す るの.で

あ り,資 本 制生 産 が 国 境 の 内部 で均 衡 し完 結 す る とい うこ とは偶.然的 に しか あ

りえ な い。 した が って 「基 本 的 に 自給 自足 的 な」 資 本 主 義 が あ る と した ら,そ

れ は資 本 主 義 で は な い他 の な に ものか で あ る。 一 方 で ア ミンは確 か に中 心 部 資

本 主 義 にお け る貿 易 の不 可欠 性,あ るい は 中 心 部 に おけ る 自給 自足 が 現実 に は

不 可能 であ る こ とを 力説 す る。 しか し,そ 紅 は 原材 料 の 供 給 とい う,い わ ば物

的 レベ ル の 問題 であ 軌 資 本 制 生 産 と外 国 貿易 との 関係 につ いて 説 明 され て い

る わ け で は ない か ら戦 中 心 部 肇 本 主 義 を基 本 的 に 自給 自足 的 な もの とみ なす

考 えが 否定 され る こ とに は な らな い。

さ らに 「中心 部 に お い て は 外 国 貿 易 は 自立 的 蓄 積 に従 属 す る」.とい うア ミン

の 規 定 か ら も問 題 点 を看 取 す る こ とが で き る。 資 木 ぼ そ の本 性 と して の剰 余価

値 取 得 への 衝 動 にか られ て外 国貿 易 を お こ な っ てい るの で あ り,蓄 積 が ア ミン

の 言 う意 味 で 「自立 的」(生 産 手段 生 産 部 門 と消 費 手 段 生 産 部 門 が接 合 し,自 給

41)Disney.Nigel,"ReviewofAmiガ'inTheInsurgentSociologist ,Vol.VII,No.11,Spring

1977.p.126.

碁2)Smith.Sheila,「'TheIdeasofSamirAmin:一TheoryorTautology?"inJournalofエ)θ 一

留Z⑳ 潮2π ち3伽4ゴ 召3.Vol.17,No.1,0ctober1980,p.12.

43)Amin,Sa皿ir,AccumulationonAWorldScale,p.17.野 口 祐 ほ か 訳,36ペ ー ジ
。
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自足 が 維 持 され るよ うな,均 衡 の とれ た蓄 積)な もの で あ るか ど うか は 資 本 運

動 に と って本 来 は ど うで も よい 問 題 で あ る。 に もか か わ らず,外 国 貿 易 が 「自

立 的」 蓄 積 の要 請 に 従 う と一 般 的 に規 定 す る こ と は,「 国 民経 済」 の 「自立

性 」 つ ま り産 業 構 造 の均 衡 の 方 が 資 本 運 動 に よ って もた ら され る不均 衡 よ り も

優 位 に あ る とア ミンが考 えて い る こ とを示 して い る。

この場 合,ア ミンが 資 本 制 生 産 にお け る均 衡 の側 面 を,そ の不 均 衡 の側 面 よ

りも主 導 的 な契 機 で あ る とみ なす 均 衡 論 の 立場 に た つ の で なか った な らぼ,中

心 部 に お い て は 資 本 運 動 の不 均 衡 の側 面 の 発現 を制 約 す る別 個 の法 則 が貫 徹 す

る こ と につ いて 説 明 し,そ れ こそ が ま さに 中心 部 資 本 主 義 の 「自立 性」 の本 質

で あ る と主 張 しなけ れ ば な らな い 。

次 に,ア ミンが 中心 部 の 開 発 と周 辺 部 の低 開 発 とを産 業 構 造 の違 い に よ って

説 明 して い る問 題 で あ る。.た しか に,ア ミ ンの指 摘 す る よ う な 「非 接 合 」 が 開

発 を 阻止 す る とい う側面 は 存 在 す る し,だ か ら こそ そ の 克 服 をめ ざす 「国 民 経

済 」 建 設 論 が登 場 す る根 拠 が 与 え られ る こ とに な るの で あ ろ う。 しか し,資 本.

制 生 産 に お い て は経 済成 長 は資 本 の拡 大 再 生 産 に よ って担 わ れ て い る の で あ り,

そ れ は す なわ ち資 本 運 動 の領 域 の拡 大 で あ る。 資 本 は 単 に既 存 の 社 会 的 分 業 体

系 を基 礎 と して 量 的 に増 大 す る の み な らず,そ の 基 礎 を乗 り越 え て運 動 し,基

礎 そ の もの を拡 張 す る。 ア ミンの 議 論 は,「 非 接 合 」 が 経 済 成 長 の他 部 門 へ の

波 及 を阻 止 して い る一面 を ふ ま えて い る に して も,そ うい う構 造 自休 が 資 本運

動 に よ っ て掘 り崩 さ れ る側 面 を捨 象 す る こ と に な る。 これ は 「非 接 合 」 が構 造

と して形 成 され るや,資 本 の 運 動 にか か わ らず 不 均 衡=歪 ん だ構 造 と して 均 衡

を保 ち続 け る とい う理 に な るわ け だ か ら,中 心 部 資 本 主 義 が 資本 運 動 に か か わ

らず 均 衡 を保 ち続 け る とい う議 論 と同一 の均 衡 論 に な る。 これ に よ って,多 く

の論 者 が 指 摘 す る と こ ろ の静 態 論 的 ・宿 命 論 的 な結 論 が 導 か れ る こと に な るわ

け で あ る44)。

と こ ろで,以 上 の よ うな均 衡 論 の 見 地 に た って 資 本 制 生 産 様 式 を把 握 し よ う

44)例 えば,本 多健吉 『資本主義 と南北問題』新評論 ユ986年,153ページ,17A-179ペ ージ。
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とす る と,中 心 部 資 本 主 義 の対 外 拡 張,し た が って 「低 開発 」 を も説 明で きな

くな って し ま う。 そ こで ア ミンは 賃 金 上 昇 率 に よっ て この 問 題 を 解 決 しよ うと

す る。 つ ま り,自 立 的蓄 積 が 可 能 なあ る一 定 の 賃 金 上 昇 率 を設 定 し,そ れ 以下

な らば 市 場 が狭 隘 に な るた め に,そ れ 以 上 な ら利 潤 率 が 低 下 す る た め に資 本 は

国 境 を越 え で進 出す る,と い う議 論 な ので あ る。賃 金上 昇 率 が 資 本 の 国際 的 な

運 動 を規 定 す る一 つ の要 因 で あ る こ とは否 定 さ れ る べ き では ない が,あ くま で

一 要 因 に す ぎな い の で あ
っ1(,ア ミン が説 くよ うに あ る 一定 の賃 金上 昇 率 を と

る な らぼ 蓄 積 が 自己完 結 的体 系 の 内部 に限 定 され る とい うこ とに は な りえ ない
。

しか も 賃 金 上 昇 率 は直 接 に は上 部 構 造 を媒 介 とす る階 級 闘 争 に よ っ て決 定 さ

れ るか ら,資 本 の 運 動 に とっ て は そ の外 部 か ら規 定 され る側 面 が 大 ぎ くな る。

この点 に つ い て は 前 述 の よ うに ア ミン 自身 ,社 会 民主 主 義 イ デオ ロギ ーの はた

す 役 割 を強 調 して い る。 した が って,結 果 と して は資 本 主 義 の均 衡 的 ・静態 的

把 握 を現 実 の外 的 拡 張 と を調 和 させ るた め に,外 的 な フ ァ クタ ー を導 入 して説

明 しよ うと した とい う結 果 に な る の で あ る。

更 に〕 ア ミン の説 く中心 部 ・周 辺 部 費本 主 義 は 結 局,そ れ ぞ れ が 静 態 的 で均

衡 した構 造 で あ る とい うこ とに な る が,そ の よ うな構 造 に お い て は,内 部 に含

まれ るそ の否 定者 の成 長 に よ っ て合 法 則 的 に別 の もの に変 革 され る,と い うこ

とは 考 え られ ず.構 造 の 外 部 か ら,そ の もの 内部 とは無 関係 に破 壊 され ね ば な

らな い とい う結 論 が導 出 され る。 ア ミンの解 放 戦 略 もま さ に そ の よ うな性 格 を

もつ 。 す なわ ち世 界 市 場 か らの 切 断 と 「均衡 あ る 自立 的 国 民 経 済」 建 設 の画 一

的 提 起 で あ る。 実 際 は 各 国 の状 況 に適 合 した さま ざ まな種 の戦 略 が 追 及 され る

べ きで あ るに もか か わ らず,他 の一 切 の 戦 略 は改 良主 義 ・修 正 主 義 と して 拒 否

され るこ とに な る の で あ る蝸)。

III結 論

以 上,赤 羽 理 論 と ア ミ ン の 理 論 を 検 討 し て き た が,一 見 両 極 端 に み え る二 学

45)同 様 の指摘 がSmith,`'ClassAnalisysversusWorldSystems" ,p.86.若 森ほか訳131一 一ジ。
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説 の枠 組 に大 きな共 通性 を み い だ せ るの は 興 味 深 い こ とで あ る。

本 稿 の 見 地 か らみ て,両 学 説 につ い て指 摘 可 能 な共 通 の 問 題 点 は 以 下 の 二 点

で あ る。

第 一 に,一 国 の産 業 構 造 の 「均 衡 唱 己 完 結 」 は ・ 資 本 制 生 産 の も とに お い

て は.言.わば理 念 型 と して しか 存在 し え ない に もか か わ ら ず,こ れ が 「国 民経

済 」 の 「自立 性 」 で あ る とみ な す.あ るい1よ正 常 な 「国 民 繍 」.の姿 で あ る と

規 定 す る とい う問 題 で あ る。 諸 産 業 部 門 内部 で生 産 を担 う資 本 は,.部 門 間.の素

材 的 補 填 関 係 をつ く りだ す よ うに運 動 す る。 した が って 全体 として の 産 業 構 造

の 均 衡,社 会 的 分 業 体 系 の有 機 的統 一 性 を作 り.出す よ うな傾 向が 作 用 す る とい

うこ とは,た しか に資 本 制 生 産 に お け る一 つ の 本 質 で あ る と言 え る。 しか し,

他 方 で は この傾 向 を 作 り出 す 資 本 運 動 は 無 政 府 性 を も含 ん で お り,し た が っ.て

この均 衡 は絶 えず 掘 り崩 され る こ とに な る の で あ る か ら,資 本 制 生 産 にお け る

産 業 構 造 は この よ うな均 衡 化 と不 均 衡 化 とい う相 克 す る両 傾 向の.絶え ざ る作用

の 所 産 として 理 解 され る べ きで あ る。 故 に その 一 側 面 た る均 衡 化 傾 向 の み を と

りだ して 「国 民 経 済 」 の 「自.立」 の基 準 とす る とい うの は.な ぜ それ を も って

自立 の基 準 とす るの か,そ の 必 然 性 を 明 らか に しえ な い か ぎ り,恣 意 的 ・主 観

的 な規 定 で あ る とい う批 判 を免 れ え な い。

第二 に,こ の よ うな見 地 は 社 会 的分 業体 系.内部 に.おけ る諸 分 肢 が 相 互 に補 完

し,全 体 と して 体 系 外部 へ の 依存 を最 小 限 度 にお さ え る こ とを も って 「国 民経

済 」 の 「自立 」 を と ら え よ う とす るわ け だ か ら,「 依 存 」 に対 立 す る もの と し

て 「自立」 を規 定 し よ うとす る こ とに な り,「 自立 」 と 「自給 」 の箸 置 を 導 く。

しか し,一 国 経済 の 自立 につ い て把 握 す る際 に は,そ れ を どの よ うな論 理 的

位 相 にお い そ と らえ る の か,従 って、 い か な る概 念 と対 立 させ られ る と ころ の

「自立 」 で あ る の か,と い う こ とを考 察 す る必 要 が あ る と思 わ れ る。

例 え ば,も っ と も抽 象 的 な レベ ル で と らえた な らば 一 国 経 済 を一 つ の物 と し

て と ら え るの か,「 世 界 資 本 主 義 」 や 「世 界 シ ス テ ム」 とい っ た それ 自体 が一

つ の物 で あ る と こ ろの もの の 一 契 機 にす ぎな い もの と して と ら え るの か,と い
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う論 点46)を 扱 う際 に は,「 自立 」 は 「非 自立」 に 対 置 させ られ る こ とに な るだ

ろ う。

また,よ り具 体 的 な レベ ル と して 「自立」 と 「依 存 」 とい う対 立 もあ るで.あ

ろ う。

さ らに,最 も具 体 的 な レベ ル と して 「自立 」 と 「従 属 」(「支 配 一 従 属 」 関 係

か らの 「自立 」)と い う対 立 を問 題 に し う るで あ ろ う。

こ の場 合 第 二 の レベ ル は,第 三 レベ ル か らみ れ ば 「支 配 一 従 属 」 関 係 を 含蓄

しな い,よ り抽 象 的 な位 相 で あ る。 に もか か わ らず,一 国経 済 の 自立 につ い て

第 三 の レベ ル で表 象 しな が ら第ニ レベ ル で 自立 の概 念 を と ら え よ う とす る な ら

ば,「 依 存 」 と 「従 属 」 を 同一 視 し混 同 す る こ とにつ なが ろ う。 一 国 経済 の 対

外 依 存 は た しか に従 属 の 一 つ の 条 件 に な り うる もの で あ り.モ ノ カル チ ュ ア ・

モ ノ エ クス ポ ー トの克 服 が 経済 的 自立 へ の 課 題 と して重 視 され る現 実 的 根拠 は

そ こ に求 め られ るで あ ろ う。 しか し,ア メ リカ の 「産 業 空 洞 化 」 に み られ る よ

うな,支 配 的 国家 に お け る経済 構 造 不 均 衡 → 対 外 依 存 とい う事 態 す らお こ って

い る の で あ って,「 依 存」 と 「従 属」 の 等 置 は 正 しい見 地 とは い えな い だ ろ っ。

以 上 が 「均 衡 ・自己 完 結」 を も って 自立 を規 定 す る見 地 に た い して 指 摘 し う

る一 般 的 な 問題 点 で あ る。新 しい 枠 組 の 積 極 的 な構 築 は今 後 に 向 け た 課 題 とな

らざ る を え な い が,こ れ ま で の 考 察 を踏 ま えて 若 干 の論 点 を示 す こ とは 可 能 で

あ ろ う。

第 一 に,深 化 す る経済 的 相 互 依 存 の なか で.各 政 治的 国家 の 独 自性 は そ れ に

解 消 され る こ とな くむ し ろ強 化 され て い る よ うに み える点 を ど う理 解 す るか,

とい う問題 で あ る。 この 点 で 国 際 関 係 論 の分 野 に お け る 「国際 的 相 互 依 存 論 」

の潮 流 の な か に,そ の 問 題 を とら え る発 想 が あ るの は注 目す べ き であ ろ う47)。・

46)代 表的なものは,岩 田弘氏の見解である。 『世界資本主義一 その歴史的展開とマルクス経済

学』,未来社,1964年 。

47)山 本吉宣 『国際的相互依存』,東京大学出版会,1989年,に よれば.70年 代半ば以降.国 際政

治学において 「勢力均衡論」か ら 「国際的相互依存論」へとパラダイム転換が生じた。 「勢力均

衡論」においては国家間の利害関係はゼロ・サムゲームとして考えられているが,「 国際的相互

依存論」においては一国の利益の増進は他国のそれをも増進 させうるし,そ れを求め.て相互依/
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第二に,NIEsお よび自力更生諸国の経験は諸民族に対 し対外関係と統一さ

れ た もの と して 自立 を と ら え る こ との 必 性 を教 え て い る。 そ の よ う な 言 わ ば

「開かれた 自立」のあ りかたを理論化するとい う問題 も提起できよう。

＼存の強化が見 られ るとい う 「ポジテ ィブ ・サ ム」 論が とられてい る。 こよ うに相 互依存 が進展す

るにつれ国家は次第 にその 自律性 を失 い 「裸 」にな ってい くが,内 圧 と外圧 とを調整 する必要 が

増大す るた め,国 家の機能 自体 は一層 強化 され ると説かれ る。

かか る議論ぽ基本的 に対等 で政治経 済体制 が類似 した国家の関係 を想定 した ものであるため,

当然国際関係全体 を説 明で きるよ うな ものではない。 しかし,国 家 間の相互依存 関係 の進 展は個

別国家の機能 をむしろ強化 してい くのである,と い う認識は リアル であって,参 考 に値す る もの

で あると言 えよ う。


